様式第２号(第５条関係)

社会福祉法人設立認可審査調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	審査項目および審査基準
	適否
	特記事項
	確認資料


1　設立の趣意
	(1) 法人設立の目的は、適正か。(法3・法22条)
(設立の動機)

	適　否
	
	1設立認可申請書案


2　事　業
	(1) 当該法人の事業のうち社会福祉事業が主たる地位を占めるものであるか。
(法22条・法26条、法人基準第1-1-(1))

	適　否
	
	2定款
6-1事業計画書
6-2.6-3収支予算書

	(2) 経営は、社会福祉法第3条、第4条及び第5条の趣旨を尊重し、法61条の事業経営の準則と合致しているか。
(法人基準第1-1-(2))

	適　否
	
	


3　組織運営
	(1) 関係行政庁の職員が、評議員または役員となっていないか。
(法人基準第3-1-(1))

	適　否
	
	2定款
7-A　設立者・
役員一覧表
7-1　設立者の履歴書、身分証明書、印鑑登録証明書
7-2 　代表者の権限を証する委任状
7-3　役員就任承諾書
7-4　役員就任予定者の履歴書
印鑑証明書
7-6評議員一覧表


	(2) 実際に運営に参画できない者が、名目的に評議員または役員に参加していないか。
(法人基準第3-1-(3))

	適　否
	
	

	(3) 地方公共団体の長等の特定の公職にある者が、慣例的に理事長に就任したり、評議員または役員に参加していないか。
(法人基準第3-1-(4))

	適　否
	
	

	(4) 評議員の選任等について、定款に定めているか、評議員の数は、理事の員数を超えているか
(法人基準第3-2-(1)、法人基準第3-2-(2)、法人基準第3-2-(3)、法人基準第3-2-(4)、法人基準第3-2-(5))
　　
	適　否
	定款第　　　条
評議員定数　　人
	

	(5) 理事は、社会福祉事業について熱意と理解を有し、かつ、実際に法人の運営の職責を果たし得る者か。
(法人基準第3-3-(1))

	適　否
	
	


	(6) 理事には、社会福祉事業の経営に関する識見を有する者、当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者、当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては、当該施設の管理者を加えているか。
(法人基準第3-3-(2))

	適　否
	社会福祉事業の経営に関する識見を有する者
　　　　　　　　　　人
当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者
　　　　　　　　　　人
当該施設の管理者
　　　　　　　　　　人

	

	(7) 理事の定数は、6人以上であるか。
(法人基準第3-3-(3))

	適　否
	定款第　　　条
理事定数　　人

	

	(8) 各理事と親族等の特別の関係のある者が制限数を超えていないか。
 　　(法人基準第3-3-(4))

	適　否
	
	

	(9) 監事は、当該法人の理事または職員の職務を兼務していないか。
(法人基準第3-4-(1))

	適　否
	
	

	(10) 監事は、社会福祉事業について識見を有する者、財務管理について識見を有する者が含まれるか。
公認会計士または税理士を登用することが望ましい。
(法人基準第3-4-(2)、法人基準第3-4-(5))

	適　否
	
	

	(11) 監事は、2人以上であるか。
(法人基準第3-4-(3)

	適　否
	
	

	(12) 監事は、他の役員と親族等の特別な関係を有していないか。
(法人基準第3-4-(4))

	適　否
	
	


4　資　産
	(1) 事業を行うために直接必要なすべての不動産について所有権を有しているか、または市町村等から貸与もしくは使用許可を受けているか。
国または地方公共団体以外の者から貸与を受ける場合は、事業の存続に必要な期間の地上権または賃借権を設定し、かつ、これを登記することになっているか。
(法人基準第2-1-(1))

	適　否
	
	4　財産目録
5-5不動産登記簿
5-1贈与契約書
5-6所有権移転登記確約書等（貸与確約書、土地利用権確約書、土地利用権登記
確約書、土地売買確約書）

	(2) 国または地方公共団体以外の者から貸与を受ける場合には、その要件緩和に関する通知に定めによる取扱いとなっているか。
(法人基準第2-1-(2))

	適　否
	
	


	(3) 寄付金が予定されている場合は、書面により贈与契約が締結(印鑑登録証明書が添付されていること。)され、かつ、寄付者の所得能力、営業実績、資産状況等から寄付が確実に行われるか。
(法人審査要領第2-(1))

	適　否
	寄付金予定者
　1
　2
　3
	5-1贈与契約書
5-2身分証明書
5-2印鑑登録証明書
5-3基本約款、登記簿謄本、設立準備会等議事録
所得証明書
5-4残高証明書

	(4) 借入金の償還財源として寄付が予定されている場合、個人からの寄付については、年間所得から寄付金額を控除した後の所得が、その者の生活を維持できる額を上回っているか。
(法人審査要領第2-(2))

	適　否
	寄付金予定者
　1
　2
　3
	

	(5) その他財産のうちに年間事業費の1／12以上に相当する現金または預金を有しているか。
介護保険法上の事業を行う法人等にあっては、2／12以上に相当する現金または預金を有しているか。
(法人審査要領第2-(3))

	適　否
	年間事業費の1/12
　　　　　　　　　　　　　円
預金額
　　　　　　　　　　　　　円
(年間事業費の2/12
　　　　　円)
	5-1贈与契約書


5　定　款
	(1) 基本財産の処分、担保の提供に関して能代市長の承認を受けなければならない旨を定款に明記しているか。
(法人基準第2-2-(1)ア)

	適　否
	定款第　　　条
	2定款

	(2) 施設の用に供する不動産は、すべて基本財産としているか。ただし、地方公共団体から無償貸与または使用許可を受けている場合は、1,000万円以上の資産(現金・預金・確実な有価証券または不動産に限る。)を基本財産として有しているか。
(法人基準第2-2-(1)イ)

	適　否
	定款第　　　条
	

	(3) 基本財産、公益事業財産および収益事業財産以外の財産は、すべてその他財産であるか。
(法人基準第2-2-(2))

	適　否
	
	

	(4) 資産のうち現金は、確実な金融機関等に預け入れ、または確実な有価証券に換えて保管することとし、その旨を定款に明記しているか。
(法人基準第2-3)

	適　否
	定款第　　　条
	

	(5) その他、当該法人の定款は、社会福祉法人定款例に基づき、適正に作成されているか。

	適　否
	
	


6　市計画等との整合性
	(1) 市の計画等との整合性はとれているか。
　
	適　否
	
	











